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◆ 基 本 目 標

三 春 町 長

わが国の経済状況は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつある中、緩やかな

持ち直しが続いている一方で、世界的なエネルギー・食料価格の高騰等の影響により、わが

国を取り巻く環境は厳しさを増しています。今後も世界経済の減速は見込まれるものの「物

価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」の効果の発現を本格化させ、人への投資や

成長分野における官民連携の下での投資が促進されることにより、民需主導で持続可能な成

長路線に乗せるための施策を推進するとしています。

本町においては新型コロナウイルス感染症の影響による個人所得の減少は回復傾向が見

られ、町税の増収が見込まれるものの、依然として自主財源の確保が課題となっています。

また、依存財源である地方交付税等の比率は高い状況にあります。

これらの状況を踏まえ、令和５年度の予算編成に当たっては、将来に向け持続可能な行財

政運営を確立するため、事業のコスト意識を持ち、効果を十分に検証し、継続ありきではな

く積極的に見直すこと、町民の声を施策に適切に反映することとし、真に必要とする内容を

精査したうえで財源を確保するなど、健全財政を維持できるよう努力したところであります。

一方で、令和７年４月に開園を予定している幼保連携型認定こども園建設事業に関する経

費、田村広域行政組合解散に伴い町が管理運営を行う田村西部環境センターに関する経費、

小中学校や公共施設等の改修に関する経費、さらには、町民が安心して生活するための社会

保障費などに財源を重点的に配分し、予算を編成したところです。

予算の執行に当たっては、町民や議会、各種団体等からのご意見を聴くとともに、課の枠

組みにとらわれることなく協力体制を整え、組織横断的な連携を図りながら取り組む考えで

あります。

施策への取り組みを通じ、町民が自立的で豊かに暮らすことができるような「夢」や「将

来への希望」を持てるまちづくりを進め、第７次三春町長期計画に掲げる将来像である「豊

かな自然・歴史・文化に育まれ未来に輝く元気なまち 三春」を実現してまいりたいと考え

ております。



◆ 会計別予算規模

令和５年度の予算総額は、１５１億４，０７１万円となり、令和４年度と比較すると６億２，０９２万円の増、増減率で

は４．３％の増となっております。また、一般会計の予算規模については、８８億９，５４４万円となっており、令和４

年度と比較しますと７億８，１４０万円、９．６％の増となっております。

※各会計の合計と総計が一致していないのは、端数整理によるものです。

▼ 一般会計 予算総額の推移（5ヵ年）

▼ 一般会計にみる町民 １人あたりの金額

一般会計とは 町税や地方交付税などを主な財源として、福祉や教育、道路や公園の整備など、さまざまな

分野の仕事を行うための会計で、多くの事業やサービスは、この一般会計で行っています。

特別会計とは 国民健康保険や町営バスのように、保険料や使用料などの特定の収入により特定の事業を

行うため、一般会計と区分して設けられている会計です。

公営企業会計とは 地方公営企業法の適用を受けて、地方公共団体が経営する病院や水道事業のように、

その事業収入により経営を行うために設けられている会計です。

会 計 名 ５年度 ４年度 対前年比

一 般 会 計 ８８億９，５４４万円 ８１億１，４０５万円 ９．６％

特

別

会

計

国民健康保険特別会計 １６億７，５８９万円 １６億９，３７６万円 ▲１．１％

後期高齢者医療特別会計 ２億１，０３９万円 ２億 ６５３万円 １．９％

介護保険特別会計 １７億６，１５３万円 １７億９，０８４万円 ▲１．６％

町営バス事業特別会計 ９，３４３万円 ９，１３０万円 ２．３％

放射性物質対策特別会計 ５億６，２０７万円 ５億８，２６５万円 ▲３．５％

企

業

会

計

病 院 事 業 会 計 ２億 ６９６万円 １億８，５４１万円 １１．６％

水 道 事 業 会 計 ６億６，５７８万円 ６億６，５３９万円 ０．１％

下水道事業等会計 １０億２，６７３万円 １１億２，７２３万円 ▲８．９％

宅地造成事業会計 ４，２４９万円 ６，２６４万円 ▲３２．２％

総 計 １５１億４，０７１万円 １４５億１，９７９万円 ４．３％

使われるお金 ４８４，６２３円
負担する町税 １１０，６１８円

※人口１６，７４３人（令和４年４月１日現在 三春町現住人口）
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第７次三春町長期計画（後期）と令和５年度の重点施策の体系

基本理念 基本目標 項目 令和５年度重点施策

一 豊かな自

然を愛し、美し

い町をつくり

ましょう。

誰もが安全安心

に暮らせる

まちづくり

住みよい美しい

環境で暮らせる

まちづくり

豊
か
な
自
然
・
歴
史
・
文
化
に
育
ま
れ
未
来
に
輝
く
元
気
な
ま
ち
三
春

～
い
つ
ま
で
も
住
み
よ
い
自
慢
し
合
え
る
ま
ち
づ
く
り
～

豊かな心と

文化を育む

まちづくり

誰もが健やかに

暮らせる

まちづくり

産業が育ち魅力と

活力にあふれる

まちづくり

●防災災害対策分野

●交通安全・防犯分野

●道路・公共交通分野

●上下水道分野

●環境リサイクル・

新エネルギー分野

●住宅政策・定住促進分野

●景観維持・土地利用分野

●子育て支援分野

●幼児教育・保育分野

●学校教育分野

●青少年健全育成分野

●生涯学習・文化・

スポーツ分野

●健康づくり分野

●地域医療分野

●高齢者福祉分野

●障がい者福祉分野

●農林業分野

●商工業分野

●観光振興分野

●歴史・文化財保存活用

分野

●交流分野

重点施策１

誰もが安全安心に

暮らせるまちづくり

（安全安心分野）

重点施策２

住みよい美しい環

境で暮らせるまち

づくり

（生活基盤環境分野）

重点施策３

豊かな心と文化を

育むまちづくり

（子育て・教育・文

化分野）

重点施策４

誰もが健やかに暮

らせるまちづくり

（健康・医療・福祉

分野）

重点施策５

産業が育ち魅力と

活力にあふれるまち

づくり

（産業振興分野）

重点施策６

協働と町民参画による

自立したまちづくり

（協働

・行財政経営分野）

一 歴史と文

化財を大切に

し、ゆかしい町

をつくりまし

よう。

一 思いやり

のある心を育

て、うるおいの

ある町をつく

りましよう。

一 スポーツ

に親しみ、明る

い町をつくり

ましよう。

一 働くこと

を尊び、活力の

ある町をつく

りましよう。

協働と町民参画

による自立した

まちづくり
●町民参画推進分野

●広報広聴

・情報公開分野

●行財政経営分野

●町民参画推進分野

●広報広聴

・情報公開分野

●行財政経営分野



重点施策１

誰もが安全安心に暮らせる

まちづくり（安全安心分野）

■ 災害対応能力の向上、災害に対する備えの充実

【消防費】 （総務課）

新岩江地区防災コミュニティセンター駐車場整備事業

１，１２７万円

センター周辺の用地を取得し駐車場を整備し利用

者の利便性を図ります。

新軽消防ポンプ積載車及び全自動小型動力ポンプ購入

９４５万円

軽消防ポンプ積載車、全自動小型動力ポンプを購

入します。

新防災情報（雨量計）システム設置工事 ７７１万円

町内２ヵ所に雨量計を設置し、役場で情報を集約

し災害対策を図ります。

■ 放射性物質対策

【放射性物質対策特別会計】（住民課ほか）

食品等放射能測定事業 ８２１万円

「三春の里ベクレルセンター」で、自家消費野菜

等の放射線量を測定し、安全性の確認と風評被害の

払拭に取り組みます。

学校給食等食材検査事業 １５１万円

小中学校、保育所の給食用食材の放射性物質検査

を継続実施します。

教育施設の地下水、プール等放射性物質測定事業 ８９万円

町民プール、小中学校のプール、地下水利用施設の

放射性物質測定を継続実施します。

保育所等給食検査体制整備事業 １６０万円

三春幼保園に対する給食用食材の放射性物質検査

を継続実施します。

指定汚染廃棄物対策費 ６８５万円

１ｷﾛｸﾞﾗﾑ当たり8,000 ﾍﾞｸﾚﾙを超えた焼却灰等の汚

染廃棄物について、測定、保管及び維持管理業務を行

います。

ふくしま森林再生事業 ３１４万円

森林整備と放射性物質対策を一体的に実施し、森

林・林業の再生を図ります。

広葉樹林再生事業 １，７５２万円

しいたけ原木林の再生と将来における原木の安定

供給を図るため、広葉樹林の更新を行います。

【現在の広葉樹林のようす】

仮置場原状回復補完業務 ５億円

仮置場を設置前の原状へ回復するための業務です。

■ 交通安全対策、防犯対策の充実

【総務費】 （総務課）

交通安全施設整備事業 ２３９万円

カーブミラーの購入、ガードレールの設置を行い

ます。

【ガードレール設置のようす】

高齢者安全運転支援装置設置費補助金 ５万円

安全運転支援装置を設置する65歳以上の方に対し、

設置費の一部を補助します。



高齢者等運転免許証自主返納報償 ２２万円

高齢者の交通事故減少を図るため、自主的に運転

免許を返納した方へタクシー利用券または、町営バ

ス乗車券を交付します。

防犯灯設置及び維持管理事業 ９３７万円

ＬＥＤ防犯灯の新設工事を実施します。

また、各地区の防犯灯の電気料及び維持管理に係

る経費の一部を助成します。

重点施策２

住みよい美しい環境で暮らせる

まちづくり（生活基盤環境分野）

■ 道路維持管理及び公共交通網の充実

【土木費・町営バス事業特別会計ほか】（建設課・住民課ほか）

地方バス路線維持対策事業補助金 １，５９３万円

生活交通路線維持確保のための補助金です。

町営バス運行事業（町営バス事業特別会計）

９，２４３万円

通勤、通学、通院など、町民の交通手段として町

営バスを運行します。（三春中スクールバス運行分

を含みます。）

【町営バスのようす】

町道等補修工事（西部地区住環境整備工事を含む）

７，０００万円

各まちづくり協会等からの要望に応え、町道、農道、

水路等の維持補修工事を行います。

なお、西部地区住環境整備工事では、岩江地区の側

溝改修等工事を行います。

道路整備事業 ２億５，７９５万円

安全・安心な道路整備を促進するため、次の路線

の整備に取り組みます。

【予算の内訳】

四反田富沢線舗装補修事業

舗装補修工事Ｌ＝230ｍ

南原芹ケ沢込木線舗装補修事業

舗装補修工事Ｌ＝390ｍ

五本木垢潜薬師道線道路改良事業

道路改良工事Ｌ＝60ｍ、用地測量、移転補償

谷戸深田和線舗装補修事業

舗装補修工事Ｌ＝415ｍ

山田鷹巣線舗装補修事業

舗装補修工事Ｌ＝290ｍ

岩本戸ノ内線道路改良事業

道路改良工事Ｌ＝276ｍ

新実沢青石永志田線道路改良事業

測量設計業務Ｌ＝520ｍ

【町道岩本戸ノ内線】

生活道路整備事業助成交付金 １，０００万円

地域が自ら生活道路の整備を行う場合、１地区 100

万円を上限に補助金を交付します。

橋梁点検補修事業 １，２１０万円

5ヶ年計画で橋梁（全 80 橋）の総点検を行い、効

率的な維持管理につなげます。

■ 上下水道の適切な維持管理

【衛生費・水道事業、下水道事業会計】 （住民課・企業局）

田村地方衛生処理センター施設解体分担金

６，５６５万円

田村地方衛生処理センター（し尿処理施設）施設

解体事業費を負担します。

新し尿及び浄化槽汚泥収集運搬・浄化槽清掃業務

５，８１９万円

田村広域行政組合解散に伴い三春町がし尿及び

浄化槽汚泥収集運搬、浄化槽清掃業務を行います。



水道事業施設拡張事業費 ６，６５０万円

【予算の内訳】

過足簡易水道統合事業

過足簡易水道事業区域を三春浄水場からの上水

道区域とする区域の変更に伴う事業です。

【過足水源池のようす】

■ ごみ減量・リサイクルの推進、省エネルギー・新

エネルギー取組の推進

【衛生費】 （住民課）

新田村西部環境センター運営管理費 ３億７，３４８万円

田村広域行政組合解散に伴い移管される田村西部

環境センターの運営管理費です。

【田村西部環境センターのようす】

清掃センター運営管理 １億７，９８９万円

定期ごみ収集運搬業務、搬入ごみ処理業務、清掃

センター窓口管理業務等の委託や施設運営管理（機

器リース料、電気料、修繕費等を含む）を行いま

す。

ふれあい収集業務 ２３８万円

要介護認定を受けた高齢者、障がい者等のために

家庭ごみの戸別収集を実施します。

■ 住宅地の提供、定住化の促進、公営住宅等の管理運営

【総務費ほか・宅造事業会計】（企画政策課ほか・企業局）

移住トータルコーディネート事業 ２，０３８万円

地域おこし協力隊と連携し、移住相談体制及び情

報発信を強化して、移住者の増加を図ります。

【主な予算の内訳】

地域おこし協力隊の活動費 ３８７万円

移住プロモーション事業 ５５万円

若者出会いの場創出事業補助金 ５０万円

奨学金返還支援事業補助金 １，０００万円

結婚新生活支援事業補助金 １８０万円

ふくしま移住支援給付金 １３３万円

新婚・子育て賃貸住宅家賃補助金 １２０万円

はぴ福なび登録料助成事業 １０万円

【移住・定住ガイドブック「みはるぐらし」】

空き家利活用事業 ７３９万円

利用されていない空き家を活用して、移住者の住

まいを確保します。

賃貸住宅建設促進事業奨励金 ４５８万円

民間賃貸住宅の建設者に対し、戸あたり部屋数に

応じて建設費用を補助します。また、固定資産税相

当額を奨励金として交付します。

空き家改修等及び除却事業補助金 １，１２０万円

町内の建築業者を利用して空き家の改修等又は除

却を行う方に対して補助金を交付します。

住宅取得奨励金交付事業 ３３７万円

町内の建築業者を利用して町内に住宅を新築した

方に対して奨励金を交付します。

住宅建築奨励金 １２０万円

町分譲地に町内建築業者を利用して住宅を建築し

た方に奨励金を交付します。



町営住宅の改修等 １億１，２６１万円

公営住宅等長寿命化計画及び公共施設長期修繕計

画に基づき、町営住宅の改修を行います。

【予算の内訳】

新一本松３４団地２号棟改修工事

新一本松３４団地給湯器更新工事

新駅南ヶ丘団地５５号棟改修工事

新かつぎばし団地南棟換気扇設置工事 など

【一本松３４団地２号棟のようす】

住宅団地の販売促進 経常経費で対応

下舞木岩本団地３区画の販売を促進します。

■ 良好な景観の形成、調和のとれた土地利用の推進

【土木費】 （建設課）

景観整備等補助金 １５０万円

特別地区等における歴史的建造物等の保存・修繕

を行う場合、補助金を交付します。

さくら湖周辺施設管理費 ２，６２２万円

さくらの公園やもみじ山等を良好に管理し、さく

ら湖周辺の景観維持を図ります。

【もみじ山のようす】

新散策路整備等工事 ９９８万円

桜谷、城山公園の散策路整備により、歴史的・文

化的資源の活用を図ります。

【城山公園のようす】

新都市計画基礎調査業務 ５４９万円

都市における現況及び将来の見通しを定期的に

把握するための都市計画法に基づく調査を行いま

す。

重点施策３

豊かな心と文化を育むまちづくり

（子育て・教育・文化分野）

■ 子育て支援の強化、子育ての経済的負担の軽減、

子育てと仕事の両立

【民生費・衛生費・教育費】（子育て支援課ほか）

ファミリーサポート事業 ７８万円

地域の中で子育てを支援してほしい人と支援した

い人がそれぞれ会員となり、お互いに助け合いなが

ら、子育てをサポートしていきます。

また、利用者支援として利用料の 1/2 を町が助成

します。

すくすく子育て応援事業 ９６１万円

育児に係る経済的負担の軽減を図るため、紙おむ

つ、ミルク製品等を購入できる地域通貨を電子マネ

ーで交付します。



一時預かり事業 ６７万円

在宅で子育てをする保護者をサポートするため、

生後６ヶ月～３歳児までを対象に子育て支援センタ

ーにおいて一時的にお預かりします。里帰り出産な

どで帰省している乳幼児も対象です。

運営時間：月曜日～金曜日

午前９時～午後４時３０分

利用料金：１時間３００円

【一時預かり事業のようす】

妊婦健康診査事業 １，４０４万円

妊娠届出とともに母子手帳を交付します。また父親

の家事育児参加の推進を図るため、「父子手帳」を交

付します。すべての妊婦に対して 15 回分までの妊婦

健診及び産後 2週間健診、産後 1ヶ月健診費用を公費

負担し、妊婦歯科健診、新生児聴覚検査費用の助成を

行います。

乳幼児健康診査事業 ５６１万円

乳幼児の内科・歯科診察、身体測定等を行います。

幼児のむし歯保有率が高いことから、１歳６ヶ月～４

歳児までの計６回、無料でフッ素塗布を実施し、むし

歯予防の強化を図ります。また、屈折検査機器によ

り、子どもの目の異常を早期発見し治療につなげま

す。

【乳幼児健康診査のようす】

母子相談事業 ７５万円

支援が必要な母子に対し、専門職による育成支援

教室を開催し健やかな成長を支援します。また、小

中学生を対象に助産師等を派遣し、思春期保健等の

学習を支援します。

産前・産後サポート事業 ８０万円

妊婦と夫を対象に「ままカフェ」や「プレ・ママ

パパカフェ」を開催し、参加者同士の情報交換や助

産師への相談を行い、出産育児の不安の軽減や夫の

家事育児参加を図ります。また、産後１年以内の母

子に対して、日帰り・宿泊による心身のケアや育児

のサポートを行い、産後も安心して子育てができる

よう支援します。

子育て世代包括支援センター事業 １，９１７万円

母子保健に関する専門職員（保健師等）を配置

し、母子保健施策と子育て支援施策との一体的な提

供を通じて妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進に関

する包括的な支援と地域ぐるみで取り組む体制を実

現し、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援

を提供します。

地域子育て支援センター事業 ２，２５９万円

就学前の子どもたちとその家族を対象として、安

心して遊べる場や気軽にふれあえる場を提供しま

す。また、保護者の相談に応じ、必要な支援につな

げていく子育てコンシェルジュサービスも行います。

開 館 日：月曜日～金曜日

開館時間：午前９時～午後４時３０分

【子育て支援センターのようす】



不妊治療・不育治療費助成事業 １０１万円

不妊治療に伴う経済的負担の軽減を図るため、保

険診療の自己負担分や先進医療及び混合診療に対し

治療費の一部助成を行います。

児童手当支給事業 ２億２，９０５万円

３歳未満１人 15,000 円、小学校修了前は１子、

２子１人 10,000 円、３子以降 15,000 円、中学生１

人 10,000 円を支給します。ただし、所得制限があ

り、所得限度額を超過した場合は、1人 5,000 円ま

たは支給されなくなります。

新出産・子育て応援交付金事業 １，３８８万円

妊娠時と出産時に支援金を給付する経済的支援及

び出産・育児の相談や情報提供を行う伴走型相談支

援を一体的に実施します。

児童クラブ運営事業 ８，３５９万円

児童に健全な遊びや生活の場を与えるため、わん

ぱくクラブ、岩江児童クラブ、御木沢児童クラブを

運営します。

まほらっこ教室運営事業 ２，３１４万円

小学校単位に開設し、地域住民等の協力を得て放

課後の子どもの安全・安心な居場所を確保し、地域

の実情や特色を生かした体験活動や交流等の事業を

展開します。また、放課後児童クラブのない中妻教

室、中郷教室、沢石教室において、まほらっこ教室

の時間延長及び長期休業中の教室を継続して実施し

ます。

【まほらっこ教室のようす】

■ 幼児教育・保育内容及び環境の充実

【民生費・教育費】 （子育て支援課）

幼保連携型認定こども園用地造成工事（令和５年度分）

１億 ８９０万円

岩江地区への認定こども園新設に向けた敷地造成

工事を行います。

新幼保連携型認定こども園新築工事 ４億４,８０４万円

岩江地区への認定こども園新設に向けた新築工事

を行います。

第１保育所の指定管理運営 １億 ２８９万円

第２保育所の指定管理運営 １億２，２３４万円

星総合病院を指定管理者として公設民営により運

営します。

子ども・子育て支援給付等事業 １億６，２６６万円

子ども・子育て支援新制度に基づき、町に住所を

有する子どもが入所する認定こども園、小規模保育

事業等に対し、給付費等を給付します。

■ 少子化に伴う教育環境の充実、確かな学力・生きる力

の育成・環境の構築、安心安全な教育環境の構築

【教育費】 （教育課）

小学校管理費 １億８，１７９万円

安全・安心な学習環境を整えるため、施設の維持

管理、児童の健康管理等を行います。

【予算の内訳】

新御木沢小学校体育館屋根及び外壁改修工事

新沢石小学校体育館屋根及び外壁改修工事

新三春小学校スクールバス運行事業 など

【三春小学校スクールバスのようす】



中学校管理費 ２億２，３３３万円

安全・安心な学習環境を整えるため、施設の維持

管理、生徒の健康管理等を行います。

【予算の内訳】

三春中学校教室床修繕工事

新三春中学校校舎及び体育館照明 LED 改修工事

など

特別支援学級費 ５，０８４万円

特別支援学級の学習環境の充実を図ります。

特色ある学校づくり支援事業 ２４０万円

各小中学校が主体的に実施する特色ある学校づく

り事業への支援を行います。

新学習支援アプリ導入 ４１４万円

個別最適化された学習による基礎学力の向上を図

ります。

適応指導教室 ９２万円

不登校児童生徒への支援を強化します。

■ 地域による健全育成環境の構築

【総務費・教育費】（企画政策課・生涯学習課）

田村高校魅力向上事業 ６５０万円

田村高校の魅力向上を図り､高校生と連携しなが

ら、町の活性化を推進します。

【予算の内訳】

田村高校魅力向上事業 ３００万円

田村高校女子寮管理業務 ３５０万円

【田村高校との連携事業のようす】

スポーツ少年団活動補助金・交付金 １８１万円

スポーツ少年団の活動に係る経費に対して、補助

金・交付金を交付します。

■ 生涯学習・文化環境の充実、スポーツの振興

【教育費】 （生涯学習課）

新三春交流館「まほら」開館２０周年記念事業

５０万円

三春交流館「まほら」開館２０周年を記念した講

演会を開催します。

まほらミュージックプロジェクト ２９７万円

町民の音楽活動を促進し、まほらの活性化と音楽

文化振興を図ります。

三春交流館「まほら」の管理運営 ７，４０６万円

町民の文化・学習・展示活動の場を提供する「ま

ほら」の維持管理を行います。

【予算の内訳】

新まほら中央監視装置更新工事 など

三春交流館運営協会自主事業（運営協会交付金）

７３２万円

三春交流館「まほら」の自主事業を１１講演開催予

定しています。

【まほらホールのようす】

地区交流館の管理運営 １，６１６万円

各地区交流館の維持管理を行います。

【予算の内訳】

新沢石会館側溝改修工事 など

自然観察ステーション運営 ９６６万円

自然観察ステーションを拠点として、さくら湖周

辺の自然に親しみ、自然環境の保全意識を育てるた

めに自然教室等を実施します。



図書館管理運営 ４，９５０万円

町民の知的意欲の向上のため、図書資料の充実を

図り、読書活動推進事業を実施します。

【図書館内のようす】

体育施設の管理運営 ４，５５９万円

町営運動場や町民体育館等の体育施設の維持管理

を行います。

【予算の内訳】

新三春町営テニスコートフェンス改修工事 など

スポーツ団体活動支援事業 １，２２０万円

体育協会加盟団体等の活動経費やさくら湖マラソ

ン大会、ふくしま駅伝三春町実行委員会等の運営経

費に対して補助金・交付金を交付します。

【さくら湖マラソン大会のようす】

新部活動地域移行推進事業 ３３１万円

中学校運動、文化部活動を地域指導者や団体等に

委ねることを目標として、段階的に地域移行の取組

を推進します。

重点施策４

誰もが健やかに暮らせるまちづくり

（健康・医療・福祉分野）

■ 健康づくり体制の整備、感染症対策の推進

【衛生費】 （保健福祉課）

予防接種事業 ４，７８６万円

【予算の内訳】

子どものインフルエンザワクチン接種助成

１歳～中学３年生までは上限 3,100 円、13 歳未

満は 2回目上限 2,000 円の助成を行います。

おたふくかぜワクチン助成

1人あたり 4,000 円の助成を行い、子どもの疾

病を予防します。

成人風しんワクチン接種・抗体検査事業

妊娠を希望する女性及びパートナーに対し助成

を行います。※また、風疹抗体保有率が低いとさ

れる昭和 37 年 4 月 2 日～昭和 54 年 4 月 1日生ま

れの男性も無料で接種できます。

高齢者の法定接種事業

65 歳以上の法で定める対象者は、インフルエン

ザが自己負担 1,400 円で、肺炎球菌ワクチンが自

己負担 1,000 円で接種できます。

子ども法定接種事業

予防接種法に基づくワクチンが全て無料で接種

できます。

健康みはる２１計画策定業務 １５６万円

第２次計画の評価を踏まえ第３次計画を策定しま

す。

市町村先駆的健康づくり実施支援事業 １２０万円

生活習慣病ハイリスク者等に対し、運動教室を実

施し、生活習慣の改善と病気の発症予防を図ります。



新町営ジム運営事業 ３４５万円

保健センターにフィットネス運動機器を設置し、

幅広い年代の健康づくり拠点を整備します。

【町営ジムのようす】

■ 地域医療の充実

【衛生費】 （保健福祉課）

三春病院事業 ７，７９１万円

町立三春病院の医療機器等の更新及び施設設備の

修繕工事を行い、安全な医療環境を整備します。

■ 地域包括ケアシステムの深化・推進、地域におけ

る支え合い体制の整備

【 民 生 費 ・ 介 護 保 険 特 別 会 計 】（保健福祉課）

長寿祝実施費 １，０３０万円

各地区での敬老会、敬老祝金の支給、金婚夫婦表

彰、百歳賀寿祝等の事業を行います。

老人福祉施設（養護老人ホーム等）入所措置事業 ７，０２４万円

養護老人ホーム等入所者に係る措置経費を負担し

ます。

高齢者保健事業 ５４２万円

高齢者の保健事業と介護予防事業を一体的に実施

します。

介護予防・生活支援サービス事業 ５，８１４万円

専門職による訪問型サービスや通所型サービスを

行い高齢者を支援します。

■ 障がい福祉サービス、障がい者相談・地域による

支援体制・環境の充実

【民生費】 （保健福祉課）

障がい者給付事業 ４，１２２万円

重度障がい者医療費助成等によって重度障がい者

を支援します。

障がい者自立支援給付事業 ４億 ２４２万円

自立支援給付、補装具購入補助、障がい児給付等に

よって障がい者を支援します。

地域生活支援事業 ３，７５３万円

手話奉仕員養成、基幹相談支援事業、障がい者入浴

サービス事業、日常生活用具給付等を実施します。

重点施策５

産業が育ち魅力と活力にあふれる

まちづくり（産業振興分野）

■ 担い手の確保・育成、農地の維持保全、森林の適

正管理

【農林水産費】 （産業課）

担い手育成費

新規就農者、農業研修者に対して初期費用および

住居費用等を支援し、新規就農者の確保、育成を図

ります。また、就農を目指す研修生を受け入れる農

業指導者に対して支援を行います。

【予算の内訳】

新地域計画（人・農地プラン）策定補助業務

１，３２３万円

農業者大型特殊運転免許取得費補助金 １５万円

新規就農者支援事業補助金 ３６万円

新規就農者等住居費補助金 ４８万円

新規就農者応援給付金 １００万円

新規就農者育成総合対策事業交付金 ８２５万円

農業者収入保険加入促進事業補助金 １０万円

農業次世代人材育成資金交付金 ３００万円

【新規就農者収穫体験のようす】



飼料用米生産拡大推進事業交付金 ４００万円

主食用米の厳しい需給環境を受け、飼料用米の生

産拡大に取り組む農家を支援します。

中山間地域等直接支払推進事業 ６，７５６万円

中山間地域での農業が担う役割を維持するため、

集落が共同で取り組む２９協定地区を支援し、良好

な農村環境の保全を図ります。

多面的機能支払推進事業 ３，２７０万円

農村の多面的機能を維持するため、集落が共同で

取り組む２７協定地区を支援します。

地域おこし協力隊事業

（大豆生産振興・農業振興コーディネーター２名）

８９６万円

地域農業者の支援や農業の魅力発信、農業の新事

業創出等に携わる地域おこし協力隊を任用し、地域

農業の活性化を図ります。

森林経営管理制度事業意向調査業務 ３３０万円

三春町森林経営管理制度実施方針に基づき意向調

査を実施します。

■ 商業の活性化、工業の振興

【商工費】 （産業課）

街なか賑わい創出事業 ３６９万円

空き店舗を活用した小売店舗等の改修費や家賃等

を助成します。

工場立地促進奨励金 ４，２０２万円

町内工業団地に立地した企業に対し、町工場立地

促進条例に基づき奨励金を交付します。

三春秋まつり開催支援 ４７０万円

三春秋まつりを開催する実行委員会に交付し、開

催を支援します。

【三春秋まつりのようす】

■ 観光まちづくり及び観光産業の推進、観光環境の整備

【商工費】 （産業課）

観光振興事業業務 １，５１６万円

観光ＰＲや三春盆踊り、紅葉ライトアップ等年間

を通した観光振興業務を行います。

【紅葉ライトアップのようす】

城下町ＰＲ事業 １，５９７万円

ＶＲ、ＡＲを活用し三春城等の復元・公開を行

い、城下町三春の魅力を発信し誘客を図ります。

新マンガイラスト制作業務 ９１万円

町の豊かな自然や農産物の恵みなどの魅力を感じ

てもらうため、親しみやすいマンガイラストを制作

し、原子力災害に起因する風評払拭を図ります。

新サイクリングツアー実施業務 ２７５万円

町の豊かな自然や農産物の恵みなどの魅力を感じ

てもらうため、サイクリングを活用した体験型のイ

ベントを開催し誘客を図ります。

【サイクリングツアーのようす】



■ 桜及び文化財の保護・利活用

【商工費・教育費】（産業課・生涯学習課）

滝桜観光対策業務 ５,７００万円

令和５年度の滝桜開花時の駐車場管理運営、渋滞

緩和対策、観光客へのサービス提供に関する業務と

令和６年度の滝桜観光対策に係る準備を行います。

【滝桜のようす】

企画展示事業 ２１６万円

春季企画展 河野広中没後 100 年記念特別展

「河野広中の生涯」

夏季企画展「資料館開館 40 周年ポスター展」（仮）

秋季企画展「旅する人々」（仮）

来春季企画展「三春の年中行事と祭り」（仮）

の開催を予定しています。

新河野広中没後１００年記念事業 ２６９万円

自由民権運動等の活動の理解を深めるため、講演

会、シンポジウムを開催します。

重点施策６

協働と町民参画による自立した

まちづくり（協働・行財政経営分野）

■ コミュニティ活動の充実

【総務費・衛生費】（総務課・企画政策課・住民課）

地区集会施設に対する補助金 １００万円

地区集会所の改築・修繕等に補助金を交付します。

地区まちづくり協会運営交付金 ８４７万円

各地区まちづくり協会へ支援を行います。

地区提案型まちづくり交付金 ３００万円

地区の課題解決に向けた取り組みへの支援を行い

ます。

地域コミュニティとの協働によるごみ出し支援業務

１２４万円

地域住民の協働による家庭ごみのごみ出し支援等

を実施します。

地域の移動支援事業 １２６万円

おでかけ応援隊・おでかけ支援隊の支援を行いま

す。

■ 業務効率化に向けたＩＣＴ化の推進、行財政改

革の推進、公共施設等の適正管理、人材の育成

【総務費・衛生費】（総務課、住民課、税務会計課）

新税公金受付システム導入費 ６８３万円

公金収納業務の効率化を図るためセミセルフレジ

を購入します。

新ＤＸ推進事業 ４７９万円

ＤＸ推進に向けた取り組みを行います。

新令和５年度標準準拠システムへの移行支援業務

４９４万円

令和７年度末までの基幹システム標準化に向けた

移行作業を行います。】 （財務課・住民課）

財務書類作成・分析業務 １９８万円

新公会計制度による財務書類の作成と分析を行い

ます。

新町民第２体育館トイレ新築工事 １，６８２万円

町民第２体育館の敷地にトイレを新築します。



重点施策のほかにこんなことにも

取り組みます

■その他の重点施策

【総務費ほか】 （総務課ほか）

選挙費 ４，４００万円

選挙期日については、決まり次第広報等でお知ら

せいたします。

【予算の内訳】

新三春町長選挙費（９月２０日任期満了）

新三春町議会議員一般選挙費（９月３０日任期満了）

新福島県議会議員一般選挙費（１１月１９日任期満了）

新田村広域行政組合解散負担金 ３，３７８万円

解散する田村広域行政組合の事務継承や精算等に

対して負担金を支払います。

【選挙のキャラクターめいすいくん】

■ 主な令和４年度繰越事業

アウトドア・アクティビティ拠点施設整備事業

９億９，８７３万円

アウトドア・アクティビティの拠点となる施設や

カヤック艇庫、レンタル用サイクリングなどの整備

を実施します。

福島県沖地震被害に係る解体等工事

１，４９３万円

福島県沖地震で被害にあった半壊以上認定の建物

に対して解体工事を実施します。

地域子育て支援センター屋根改修工事

１，１５４万円

雨漏りがある地域子育て支援センターの屋根を改

修する工事を実施します。

幼保連携型認定こども園用地造成工事 ８４２万円

岩江地区への認定こども園新設に向けた用地造成

工事等を引き続き実施します。

岩本戸ノ内線道路改良工事 ２，０７７万円

岩江地区への認定こども園新設に向けた道路改良

工事等を引き続き実施します。

一本松３４団地１号棟改修工事 ２，１５１万円

町営住宅の適切な管理を行うため、引き続き一本

松３４団地１号棟の改修工事を実施します。

公立学校施設災害復旧補助事業 １，３７１万円

災害で被災した三春小学校校舎の復旧工事を実施

します。



三春町の令和５年度一般会計予算は です。

前年度当初予算の８１億１，４０５万円と比べ７億８，１４０万円の増額です。

自主財源・・・町が自ら収入することができるお金。町税や施設の使用料、窓口の手数料など。

依存財源・・・国や県から交付されるお金や借金。地方交付税や補助金、町債など。

入るお金（歳入）について

◆ 町 税 前年度より１，３２８万円増の１８億６，５３６万円を見込みました。

◆ 地方交付税 前年度より３，１４８万円減の２６億８，５１８万円を見込みました。普通交付税

は１，１００万円増の２５億１００万円を見込んだものの、震災復興特別交付税に

おいては、ふくしま森林再生事業の終了により、４，４０８万円減の２，４５８万

円を見込みました。

◆ 国庫支出金 デジタル田園都市国家構想交付金や学校施設環境改善交付金などの増、新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減などにより、５，７８８万円減の６億

８，５２７万円を見込みました。

◆ 町債(借入金） 施設整備事業債、社会福祉施設整備事業債、道路整備事業債、臨時財政対策債など

３億３，５１０万円増の１０億２，３９０万円を計上しました。

一般会計当初予算（歳入）

町税

1,865,362千円

（21.0%）

分担金及び負担金

26,113千円（0.3%）

使用料及び手数料

192,781千円

（2.2%）

財産収入

22,090千円

（0.3%）

寄附金

30,002千円

（0.3%）

繰入金

806,712千円

（9.1%）

繰越金

60,000千円

（0.7%）

諸収入

341,836千円

（3.8%）

地方交付税

2,685,180千円

（30.2%）

国庫支出金

685,265千円

（7.7%）

県支出金

547,436千円

（6.2%）

地方譲与税

114,929千円

（1.3%）

利子割交付金

900千円　（0.0%）

配当割交付金

8,000千円（0.1%）

株式等譲渡所得割交付金

12,800千円（0.1%）

地方消費税交付金

414,300千円（4.7%）

法人事業税交付金

　　　29,300千円（0.3%）

地方特例交付金

　　20,435千円（0.2%）

交通安全対策特別交付金

　　1,700千円（0.0%）

町債

1,023,900千円

（11.5%）

環境性能割交付金

6,400千円（0.1%）

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数

において合計とは合致しないものがある。

歳入総額
８，８９５，４４１千円

自主財源

3,344,896千円
（37.6％）

依存財源

5,550,545千円
（62.4％）



義務的経費・・・歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に節減できない経費をいいます。極めて硬直性の強い経費
です。一般に、人件費、扶助費および公債費の合計をいいます。家計に例えると、家賃や光熱水費、ロ
ーンの返済などに似ています。必ず支払わなければならない経費です。

投資的経費・・・歳出のうち、その支出が資本形成に向けられるものをいいます。一般に、普通建設事業費、災害復旧
事業費および失業対策事業費の合計をいいます。 家計に例えると、家や車庫を建てるためのお金に似
ています。

出るお金（歳出）について
◆ 義務的経費

人 件 費：職員の給与・手当、議員報酬、会計年度任用職員報酬などを加え１４億７，４０２万円。
公 債 費：借入金の元金、利子を返済する経費で、６億６，８６８万円。
扶 助 費：児童手当支給費、子育て支援医療費助成、障がい者給付、老人福祉施設入所費用など各種

扶助の経費で、８億８，９５９万円。
◆ 投資的経費

建 設 事 業：幼保連携型認定こども園用地造成工事、岩本戸ノ内線道路改良事業、駅南ヶ丘団地 55 号棟
改修工事、三春中学校校舎及び体育館 LED 改修工事などの経費で、４億５，６３５万円増
の１３億３，２０５万円。

◆ その他の経費
物 件 費：田村西部環境センター運営管理費、地域計画（人・農地プラン）策定業務、光熱水費の増

額などの経費で、４億２，９５９万円増の２０億８，８２８万円。
補 助 費 等：田村広域行政組合解散に伴う負担金、土地改良区運営等補助金、公共下水道償還金利子補

助金などの経費で、１１億７，４１４万円。
繰 出 金：介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、町営バス特別会計、放射性物質対策特別会

計などへ支出される経費で、７億８，４４０万円。
維持補修費：道路、橋梁などの補修、小中学校など公共施設を補修する経費で、１億７，４２９万円。
投資・出資・貸付金：上水道事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、個別排水処理事業の建設事業

へ支出する経費などで、２億３，６４１万円。
積 立 金：各基金への積立ての経費で、５，３５７万円。

一般会計当初予算（歳出・性質別）

人件費

1,474,016千円

(16.6%)

公債費

668,678千円

(7.5%)

扶助費

889,585千円

(10.0%)

補助事業費

55,200千円

(0.6%)単独事業費

1,276,854千円

(14.4%)

災害復旧事業費

12千円

(0.0%)

物件費

2,088,284千円

(23.5%)

補助費等

1,174,144千円

(13.2%)

繰出金

784,402千円

(8.8%)

維持補修費

174,285千円

(2.0%)

投資・出資・貸付金

236,413千円

(2.6%)

積立金

53,568千円

(0.6%)

予備費

20,000千円

(0.2%)

義務的経費

3,032,279千円

(34.1%)

投資的経費

1,332,066千円

(15.0%)

その他の経費

4,531,096千円

(50.9%)

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数にお

いて合計とは合致しないものがある。

歳出総額

８，８９５，４４１千円



三春町の令和５年度末の借入金残高は となる見込みです。

借入金残高は、ピーク時の平成１４年度末１３５億７，５５７万円から、定期償還・繰上償還、お

よび新規起債の抑制などにより減少しましたが、幼保連携型認定こども園建設やアウトドア・アクテ

ィビティ拠点施設整備事業等に対する借入により、令和４年度末には８２億５，５５６万円となる見

込みです。

令和５年度には、幼保連携型認定こども園の施設整備事業債、町民第２体育館トイレ新築工事など

の緊急防災・減債事業債、道路補修工事のための道路整備事業債などの借入れが生じることから、借

入金残高は増える見込みです。

▼ 借入金残高の推移（一般会計） 単位：億円

令和５年度末の借入金残高のうち、建設事業債の残高は７１億７，９５５万円、財源対策債の残高

は１４億６，１１７万円となります。なお、財源対策債の残高については交付税（臨時財政対策債返

済金）として措置されます。

※計数はそれぞれ四捨五入されているため、端数において合計と合致しないものがあります。

借入金（町債）

自治体の借金は、地方債や起債と呼ばれて、町の場合は町債とも呼ばれます。

自治体の予算には、その年度使うお金は、その年度に得る収入（町税や地方交付税）でまかなうことを基本と

した「会計年度独立の原則」があります。

しかしながら、その年度で町民のみなさんからいただく税金や地方交付税などだけでは、多額の費用がかかる

施設の建設などを行うことが困難です。また、将来にわたって使用するような施設の建設費をその年度に住んで

いる住民の方だけが負担するよりも、その施設を利用することができる将来の住民の方も借金を返済する形で少

しずつ負担するとの考えもあります。

そこで、自治体にも借入金を起こせる「起債」という制度があります。

ただし、後年度負担が増えるため、やみくもに借り入れることは許されず、返済金の一部が後年度に地方交付

税で返ってくるようなものを中心として慎重な借り入れをしています。
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三春町の令和５年度末の基金総額は となる見込みです。

○ 財政調整基金額は、令和４年度末に１０億４，０８３万円となり、令和５年度末には

７億１５万円となる見込みです。

▼基金額の推移（一般会計）

（単位：億円）

預金（基金）

町には、土地や建物、物品や債権などさまざまな財産のほかに、一般家庭の預金に相当するといわれる基金が

あります。

町の預金は、財政調整基金、減債基金、その他の目的基金に大きく分けられます。

● 財政調整基金

町ではいつもの年度と比べて収入が少なかったからといって行政サービスを低下させることはできません

し、逆に、いつもの年度より収入が多かったからといって全額を使うようなことはしてはいけません。この

ため、余裕のお金があれば預金として積み立てられ、災害などによりお金が不足するような時は、預金を切

り崩して賄います。このようにして積み立てられてきたお金が財政調整基金です。

● 減債基金

借金の返済金のためだけに使用することができる積立金です。

● その他の目的基金

福祉基金や水道事業経営安定化基金、観光振興基金や文化財振興基金など、使う目的を決めた基金があり

ます。銀行などに預けているので利息なども積み立てます。
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平成 26 年 4 月 1日に施行された消費税の税率改正に伴い、地方消費税の引き上げに伴う増収分については、

その全てを社会保障施策に要する経費に充てるものとされ、その使途を明示することとされました。

当町においては、下表の事業に係る経費の一般財源に充当することとしています。

【 歳 入 】 地方消費税交付金予算額 4億 1,430 万円

うち社会保障財源化分（引上げ分） 2億 4,078 万円

【 歳 出 】 社会保障施策に要する予算額総額 31 億 9,559 万円

（単位：千円）

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）については、人件費等を除いた一般財源の割合で按分して充当

※社会保障施策に要するものとは、児童福祉や高齢者福祉、障害者福祉などの「社会福祉」、国民健康保険、

介護保険、年金などの「社会保険」、医療や健康増進対策などの「保健衛生」に係るものとされています。

国県
支出金

地方債 その他

うち地方消費税
交付金

（社会保障
財源化分）

社会福祉総務費 50,311 8,082 42,229 1,588 

障がい者福祉費 485,915 333,967 151,948 29,510 

老人福祉費 169,296 403 40,700 34,410 93,783 17,680 

児童福祉総務費 304,948 213,545 145 91,258 9,031 

保育総務費 591,706 4,867 492,700 70,100 24,039 633 

認可外保育所費 41,536 14,040 23 27,473 0 

保育所費 395,156 119,678 13,328 262,150 50,642 

児童生活センター費 83,591 41,950 3,336 38,305 0 

国民健康保険費 153,905 67,251 86,654 11,646 

後期高齢者医療費 259,106 40,212 12,350 206,544 40,199 

介護保険事業費 289,771 15,232 274,539 53,611 

国民年金事務費 116 116 0 0 

保健衛生総務費 67,553 366 12,320 54,867 0 

予防費 89,975 3,993 732 85,250 16,285 

母子保健費 106,232 45,061 86 61,085 8,412 

三春病院費 106,469 98,560 7,909 1,544 

3,195,586 908,763 533,400 245,390 1,508,033 240,782 

予算額 財源内訳

特定財源 一般財源

合　　　　　　　計

項目 予算額
款 項 目

社会福祉費

児童福祉費

社
会
保
険

民生費 社会福祉費

保
健
衛
生

衛生費 保健衛生費

社
会
福
祉

民生費












